
■
決
算
の
概
要

　

令
和
６
年
度
一
般
会
計

の
決
算
は
、
歳
入
総
額
が

76
億
３
９
１
６
万
円
（
対
前
年
度

比
１
・
９
㌫
増
）、
歳
出
総
額
が

73
億
２
３
６
６
万
円
（
２
・
９
㌫

増
）
と
な
り
、
前
年
度
決
算
と
比

較
し
て
歳
出
が
２
億
円
ほ
ど
増
加

し
ま
し
た
。
増
加
と
な
っ
た
主
な

要
因
は
、
豪
雪
対
策
に
要
し
た
除

雪
費
用
で
あ
り
、
約
１
億
７
千
万

円
増
加
し
ま
し
た
。

■
一
般
会
計
歳
入

（
総
額
76
億
３
９
１
６
万
円
）

　

歳
入
で
は
、
各
事
業
の
増
減
が

あ
っ
た
も
の
の
、
総
額
で
は
前
年

度
と
比
較
し
て
１
億
４
１
１
２
万

円
増
の
76
億
３
９
１
６
万
円
と
な

り
ま
し
た
。

　

歳
入
全
体
の
45
・
８
㌫
を
占
め

る
地
方
交
付
税
で
は
、
普
通
交
付

税
が
８
５
２
２
万
円
の
増
額
、
特

別
交
付
税
が
９
０
７
８
万
円
の
増

額
、
合
計
１
億
７
６
０
０
万
円
の

増
と
な
り
ま
し
た
。
前
年
度
繰
越

金
が
２
億
２
６
９
０
万
円
と
大
き

く
減
少
、
事
業
完
了
に
よ
る
農
地

お
よ
び
農
業
用
施
設
災
害
復
旧
事

業
補
助
金
が
１
億
６
０
７
２
万

円
減
少
し
、
財
政
調
整
基
金
等

か
ら
の
繰
入
金
が
対
前
年
度
比

２
億
３
４
３
万
円
増
額
と
な
り
ま

し
た
。

　

ま
た
、
自
主
財
源
の
確
保
に
つ

い
て
は
、
ふ
る
さ
と
応
援
寄
附
金

が
前
年
度
を
４
５
３
４
万
円
上
回

る
２
億
８
７
３
８
万
円
と
な
っ
た

こ
と
な
ど
に
よ
り
、
寄
附
金
総
額

は
９
３
５
１
万
円
の
増
額
と
な
り

ま
し
た
。

■
一
般
会
計
歳
出

（
総
額
73
億
２
３
６
６
万
円
）

　

歳
出
総
額
は
前
年
度
と
比
較

し
て
２
億
７
５
２
万
円
増
の

73
億
２
３
６
６
万
円
と
な
り
ま
し

た
。
目
的
別
の
前
年
度
と
比
較
し

た
主
な
増
減
内
容
は
次
の
と
お
り

で
す
。

総
務
費
＝

　

温
泉
施
設
改
修
費
で

７
４
７
２
万
円
の
増
、
温
泉
施
設

掘
削
工
事
で
４
０
０
０
万
円
の

増
、
財
政
調
整
基
金
を
始
め
と

し
た
各
種
基
金
積
立
金
の
増
で

１
億
９
１
９
６
万
円
の
増

土
木
費
＝

　

除
雪
費
で
１
億
７
１
６
８
万
円

の
増

災
害
復
旧
費
＝

　

令
和
４
年
８
月
に
発
生
し
た
農

地
お
よ
び
農
業
用
施
設
・
林
業

施
設
・
道
路
橋
り
ょ
う
河
川
等

施
設
の
災
害
復
旧
に
係
る
経
費

２
億
８
６
０
０
万
円
の
減

①歳入総額 76 億 3,916

②歳出総額 73 億 2,366

③歳入歳出差引額（①－②） ３億 1,550

④翌年度に繰り越すべき財源 3,680

⑤実質収支（③－④） ２億 7,870

⑥単年度収支 ▲ 5,533

⑦財政調整基金積立金 ６億 7,899

⑧繰上償還金 0

⑨財政調整基金取崩額 ６億 5,731

⑩実質単年度収支
（⑥＋⑦＋⑧－⑨）

▲ 3,365

表１　一般会計の決算収支状況〔単位：万円〕

　

歳
入
歳
出
の
差
引
額
は

３
億
１
５
５
０
万
円
の
黒
字
決
算

と
な
り
ま
し
た
。
こ
の
う
ち
令
和

７
年
度
に
繰
り
越
し
た
事
業
に

３
６
８
０
万
円
の
財
源
が
必
要
と

な
る
た
め
、
歳
入
歳
出
差
引
額
か

ら
令
和
７
年
度
へ
繰
り
越
す
べ
き

財
源
を
差
し
引
い
た
実
質
収
支
は

２
億
７
８
７
０
万
円
の
黒
字
と
な

り
ま
し
た
。
ま
た
、
令
和
５
年
度

の
実
質
収
支
を
差
し
引
い
た
単
年

度
収
支
は
５
５
３
３
万
円
の
赤
字

と
な
り
ま
し
た
。

（
表
１
参
照
）

一般会計＝町の基本的な行政運営のための会計。福祉や土木、教育などの一般的な事業を行う／依存財源＝
国や県などから交付されるお金／自主財源＝町が自ら収入できるお金／地方交付税＝一定水準の行政サービ
スができるように自治体の財政状況に応じて国から交付されるお金／町債＝道路改良や施設整備などを行う
際に、その資金として長期的に借り入れるお金。／繰入金＝基金（積立金）や特別会計から入るお金／総務
費＝役場庁舎の維持管理、地域振興、情報政策などに要するお金／民生費＝児童や高齢者、障がい者福祉な
どに要するお金／公債費＝町債などの借入金の返済に要するお金／財政調整基金＝町の貯金。予算に不足が
生じた場合は取り崩し、余裕ができた場合は積み立てる

【依存財源】
①地方交付税 34 億 9,788 万円（45.8㌫）

②国庫支出金 ５億 5,883 万円（ 7.3㌫）

③県支出金 ４億 9,043 万円（ 6.4㌫）

④町債 ４億 7,670 万円（ 6.2㌫）

⑤その他（地方譲与税など） ３億 384 万円（ 4.0㌫）

【自主財源】
⑥町税 ５億 7,685 万円（ 7.6㌫）

⑦繰入金 ７億 1,672 万円（ 9.4㌫）

⑧繰越金 ３億 8,190 万円（ 5.0㌫）

⑨寄附金 ３億 4,179 万円（ 4.5㌫）

⑩その他（使用料など） 2 億 9,422 万円（ 3.8㌫）

【目的別】
❶総務費 22 億 9,793 万円（31.4㌫）

❷民生費 11 億 8,870 万円（16.2㌫）

❸土木費 ８億 9,399 万円（12.2㌫）

❹公債費 ８億 2,532 万円（11.3㌫）

❺農林水産業費 ５億 8,752 万円（ 8.0㌫）

❻衛生費 ４億 5,146 万円（ 6.2㌫）

❼教育費 ４億 1,727 万円（ 5.7㌫）

❽消防費 ３億 4,905 万円（ 4.8㌫）

❾その他（商工費など） ３億 1,242 万円（ 4.2㌫）

（一般会計）（一般会計）

歳入歳入
76億3,916万円76億3,916万円

依存財源依存財源
53億 2,768 万円 （69.7㌫）53億 2,768 万円 （69.7㌫）

自主財源自主財源
23億 1,148 万円23億 1,148 万円
（30.3㌫） （30.3㌫） 

①①

②②③③

④④

⑤⑤

⑥⑥

⑦⑦

⑧⑧
⑨⑨

（一般会計）（一般会計）

歳出歳出
73億2,366万円73億2,366万円

❶❶

❹❹

❺❺

❻❻

❼❼

❷❷
❸❸

❽❽ ❾❾

用 説解語
町の家計簿令和 6 年度決算報告

町の家計簿町の家計簿
令和6年度令和6年度
決 算 報 告決 算 報 告

　決算に表れる数字は、町がどのような事業
に取り組み、どれだけのお金を使ったのか、
財政状況や将来の負担はどうなるのかなどを
読み取るために重要な役割を果たします。
　今月号では、町議会９月定例会で認定され
た令和６年度の一般会計および特別会計など
の決算の概要についてお知らせします。

総務課 財政係　
⑩⑩
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■
財
政
健
全
化
に

　

関
す
る
比
率
等

　

地
方
公
共
団
体
の
財
政
の
健
全

化
に
関
す
る
法
律
で
は
、
①
実
質

赤
字
比
率
、
②
連
結
実
質
赤
字
比

率
、
③
実
質
公
債
費
比
率
、
④
将

来
負
担
比
率
の
４
つ
の
比
率
で
判

断
す
る
健
全
化
判
断
比
率
と
⑤
資

金
不
足
比
率
を
議
会
に
報
告
し
、

町
民
の
皆
さ
ん
な
ど
に
公
表
す
る

こ
と
に
な
っ
て
い
ま
す
。

　

令
和
６
年
度
決
算
で
は
、
一
般

会
計
、
特
別
会
計
す
べ
て
の
会
計

に
お
い
て
赤
字
は
な
く
、
公
営
企

業
会
計
で
の
資
金
不
足
も
な
か
っ

た
た
め
、
実
質
赤
字
比
率
、
連
結

実
質
赤
字
比
率
、
資
金
不
足
比
率

は
算
出
さ
れ
ま
せ
ん
で
し
た
。

　

実
質
公
債
費
比
率
と
将
来
負
担

比
率
は
表
４
の
と
お
り
で
、
両
比

率
と
も
国
が
定
め
る
基
準
値
を
大

き
く
下
回
っ
て
い
ま
す
。

■
今
後
の
見
込
み

　

今
後
の
公
債
費
は
、
認
定
こ
ど

も
園
整
備
な
ど
の
大
規
模
事
業
実

施
時
に
借
り
入
れ
し
た
地
方
債
の

返
済
が
始
ま
っ
た
こ
と
か
ら
、
令

和
４
年
度
を
ピ
ー
ク
に
令
和
７
年

度
ま
で
８
億
円
を
超
え
る
償
還
が

続
き
、
以
降
、
緩
や
か
に
減
少
す

る
見
込
み
で
す
。

　

本
町
で
は
、
地
方
交
付
税
な
ど

の
依
存
財
源
が
多
く
、
そ
の
動
向

に
よ
っ
て
各
種
指
標
の
増
減
や
財

政
構
造
の
弾
力
性
な
ど
、
財
政
運

営
全
般
に
わ
た
り
大
き
な
影
響
を

受
け
ま
す
。

　

今
後
も
国
の
動
向
や
地
方
交
付

税
の
推
移
に
注
視
す
る
と
と
も

に
、
引
き
続
き
、
ふ
る
さ
と
応
援

寄
附
金
な
ど
の
自
主
財
源
の
確

保
、
国
・
県
補
助
金
の
有
効
活
用
、

公
債
費
の
後
年
度
負
担
を
中
長
期

的
に
反
映
さ
せ
た
計
画
的
な
町
債

の
借
り
入
れ
な
ど
、
多
角
的
な
視

点
を
も
っ
て
持
続
可
能
な
財
政
運

営
に
努
め
て
い
き
ま
す
。

〈
問
い
合
わ
せ
先
〉

　

総
務
課　

財
政
係

　

☎
45
―
２
２
１
１

　

将
来
負
担
比
率
の
減
少
の
主
な

要
因
は
、
地
方
債
現
在
高
が
減
少

し
た
こ
と
、
財
政
調
整
基
金
な
ど

の
基
金
残
高
の
増
加
に
よ
る
も
の

で
す
。

　

令
和
６
年
度
末
の
町
債
の
残
高

は
90
億
５
７
６
７
万
円
で
、
一
般

会
計
、
特
別
会
計
等
と
も
に
減

少
し
た
こ
と
か
ら
前
年
度
か
ら

３
億
９
７
３
３
万
円
減
少
し
ま
し

た
（
グ
ラ
フ
１
参
照
）。
な
お
、

町
債
の
返
済
に
お
い
て
は
、
お
よ

指　標 令和５年度 令和６年度 基準値

実質公債費比率
（標準財政規模に占める
借入金の返済額の割合）

12.1㌫ 11.5㌫
25㌫以上 → 早期健全化
35㌫以上 → 財政再生

将来負担比率
（標準財政規模に対する
実質的な負債の割合）

78.2㌫ 65.4㌫ 350㌫以上 → 早期健全化

表４　財政健全化判断指標

そ
58
㌫
が
地
方
交
付
税
で
補
て
ん

さ
れ
る
た
め
、
実
質
的
な
町
の
負

担
は
42
㌫
に
な
っ
て
い
ま
す
。

　

財
政
調
整
基
金
の
令
和
６

年
度
末
の
残
高
は
、
前
年
度

か
ら
２
１
６
９
万
円
増
加
し
、

８
億
９
４
６
８
万
円
と
な
り
ま
し

た
（
グ
ラ
フ
２
参
照
）。
豪
雪
対

策
に
要
し
た
除
雪
費
な
ど
で
多
く

の
基
金
を
取
り
崩
し
ま
し
た
が
、

特
別
交
付
税
や
国
の
臨
時
道
路
除

雪
費
補
助
金
の
交
付
な
ど
に
よ

り
、
前
年
度
と
同
水
準
の
財
政
調

整
基
金
残
高
を
確
保
す
る
こ
と
が

で
き
ま
し
た
。

総務費
町制施行 70周年記念事業 643
温泉機械室改修事業 7,846
温泉掘削事業 4,000
地域おこし協力隊配置事業 4,396
定住住宅整備費補助金 1,396
ふるさと応援寄附金事業 １億6,645
西会津町デジタル戦略推進事業 1,905
過疎地域持続的発展支援事業 1,757

民生費
障がい福祉サービス費 １億4,405
物価高騰対応重点支援給付金 8,759
認定こども園運営費 1億 5,452

衛生費
予防接種等事業 2,087
新型コロナウイルスワクチン接種事業 1,234
検（健）診事業 1,593
新たな健康づくり推進事業 995
ごみ処理費 4,408

表２　実施した主な事業（一般会計）　　〔単位：万円〕

グラフ１　年度末の町債（借入金）残高の推移

５年度 ６年度令和３年度 ４年度

7億6,8167億6,816

8億7,2998億7,299

グラフ２　年度末の財政調整基金（貯金）残高の推移
（億円）

（億円）（億円）

16億3,71716億3,717

3億9,7233億9,723

8億7,4528億7,4529億3,6349億3,634

4億1,8204億1,820

65億2,51165億2,511

５年度 ６年度令和３年度 ４年度

水道事業会計水道事業会計
9億8,0899億8,089

特別会計特別会計
3億3,5843億3,584

一般会計一般会計
72億3,85872億3,858

94億5,50094億5,500

合計合計
102億8,113102億8,113

98億2,99098億2,990

〔単位：万円〕

〔単位：万円〕

9億8,5359億8,535

会計名 歳入総額 歳出総額 差引額

工業団地造成事業特別会計 6 0 6

住宅団地造成事業特別会計 524 148 376

後期高齢者医療特別会計 1億1,280 1億1,279 1

国民健康保険
特   別   会   計

事 業 勘 定 7億1,496 7億268 1,228

診療施設勘定 3億4,478 3億2,947 1,531

介護保険特別会計 12億6,163 12億409 5,754

特別会計 総額 24億3,947 23億5,051 8,896

表３ 特別会計等の決算状況　　〔単位：万円〕

会計名 歳入総額 歳出総額 差引額

水道事業会計
収益的収支 2億7,045 2億4,393 2,652

資本的収支 1億213 2億1,665 ▲1億1,452

下水道事業会計
収益的収支 3億7,067 3億5,464 1,603

資本的収支 1億3,506 2億1,913 ▲8,407

公営企業会計 総額 8億7,831 10億3,435 ▲1億5,604

■特別会計等

　特別会計等では、上・下水
道事業のほか国民健康保険や
介護保険、後期高齢者医療な
どの事業運営を行っていま
す。なお、会計ごとの決算総
額は表３のとおりです。

68億2,71568億2,715

下水道事業会計下水道事業会計
17億2,58217億2,582

16億6,91816億6,918

※公営企業会計の資本的収支の不
足分には留保資金などを補てんし
ているため、赤字や資金不足とは
なっていません。

農林水産業費
中山間地域等直接支払事業 7,698
集落型ライスセンター等整備支援事業補助金 1,659
農地中間管理事業 2,674
多面的機能支払交付金事業 3,948

商工費
生活応援商品券事業 2,823

土木費
町道整備事業（修繕及び補修工事等） 2,837
除雪費 3億4,580
町道改良舗装事業（町道改良・舗装補修ほか） 1億 854
橋りょう補修事業（川谷橋ほか） 8,060
さゆり公園体育館屋根改修事業 5,326

消防費
消防屯所新築事業（下小島・向原） 1,979
消防普通積載車購入費（第１分団第３部） 1,395

教育費
教員宿舎外壁等改修事業 1,913
中学校空調設備改修、分電盤機器更新事業 1,065

災害復旧費
農地および農業用施設災害復旧事業 1,019
公共土木施設災害復旧事業 7,177

（つづき）

土地改良施設整備補修事業（緊急整備補修） 2,853
鳥獣被害防止対策事業 1,454
菌床栽培ハウス整備事業 1,607
広葉樹林再生事業 4,937
林道開設等事業（岩井沢楢ノ木平線） 2,018

町の家計簿令和６年度決算報告

15億8,42715億8,427

8億6,7648億6,764

4億1,1274億1,127

61億9,44961億9,449

90億5,76790億5,767

8億9,4688億9,468
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